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第１章． 研究目的 

 

1-1.研究の背景 

 

近年、建築物に対する火災安全対策は構造や避難路への規制、火災報知機の設置など、

積極的に進められている。しかし火災被害と地域の関わりについてはあまり研究されてい

ない。さらに個人情報保護が重要視されてきているため、地域を特定できる資料の公開は

限られている。 

 

1-2.研究目的 

 

本研究では東京 23区内において火災による死者の住所が、町丁目のレベルまで特定でき

る資料「東京消防庁統計書」1)1965～1981年をもとに地域と火災被害の関連を分析し、火災

被害低減を図る基礎資料を作成することを目的とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 参考文献 

 

1)東京都「東京消防庁統計書」1965～1981年 
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第２章．研究方針 

 

2-1.データの分類 

 

「東京消防庁統計書」1)1965～1981年に附表として「火災による死者一覧」がある。この

附表には東京都内で発生した死者火災の記録が明記されている。具体的には、「出火月日、

出火場所 (1978年までは地番まで明記、それ以降は町丁まで)、建物用途、構造、階層、種

別、程度、焼損面積、死者の性別・年齢、出火箇所(死者の出た部屋、階層)、火災状況」

が記されている。この資料より東京 23区の建物火災に分類した。建物火災とは、室内(居

室、便所、廊下)で死亡した事例(外周部、路上、車内を除く)とする。データを分類する際

に自損は含む。 

 

 

 

2-2.地理情報の入力 

 

分類した資料より出火点を地図ソフト「MapInfoProfessional8.0」を用いて地図上(2005

年)に落とし込む。このソフトはデータに含まれる地理的要素を利用して、そのデータをす

ばやくマップ上に表示できる機能をもつ。2)しかしベースとなる地図は別のソフトからデー

タとして取り込む必要がある。本研究では「町(大字)町目行政界地図 2005 出典：国際航

業株式会社)」3)をマップインフォ内の基礎地図として使用した。 

また本研究で使用する資料は 1965～1981年のデータであり、現在の地図との間に時間的

な差があるため、基礎地図のみでは出火点を正確に落とし込むのは難しい。そこで 1965～

1981年の中間の年である1973年の地図をデータとして取り込みマップインフォ上で重ね合

わせた上、出火点の落としこみを行う。 

死者火災の出火点落とし込みの手順については以下に示す。 

 

(取り込む地図の加工) 

①1973年の区別地図をスキャンし、データとして取り込む。 

②取り込んだ地図を Photo Shopなどのソフトを用い、区界に沿って切り取る。 

 

表 2-1.「東京消防庁統計書」1) 
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(マップインフォ) 

Ⅰ.基礎地図を表示する。 

 

① マップインフォから「開く→地図→Base→5339→5339_0077」の手順で基礎地図を開

く。 

② さらにその上に「市区町村界_20054月版」を開き、上書き表示をする。マップ上にカ

ーソルを示し、「マップ→レイヤ管理」を選択する。「市区町村界_2005年 4月」を選

択し、表示させる。(図 2-2-1参照) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 

図 2-2-1.マップインフォ手順 ② 
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Ⅱ.基礎地図の上に任意の基準点を決める。（図 2-2-2参照） 

 

① 新規テーブルを作成する。まず「ファイル→新規テーブル」を選択する。「新規テー

ブル定義」で「投影法」を選択し、「分類→日本平面直角座標系」、「投影法→第Ⅸ系」

を選択する。 

② 任意の基準点を 5 つ選択し、テーブルを保存する。(図 2-2-2参照) 

③ 任意の基準点を決めたテーブルの座標を(緯度、経度)から(XY座標)に変換する。「Get 

XY」という機能を用いる。 

まず「ツール→ツールマネージャ→Get XY」の手順で Get XYのアイコンを表示す

る。「オブジェクトの中心座標抽出」というウインドウで「取得座標値の座標系」を

「日本測地系 第Ⅸ系」に直す。座標内に数値が入力されるので、そのデータを保存

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 2-2-2.マップインフォ手順 ③～⑤ 
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Ⅲ.区別地図を取り込み、重ね合わせる。（図 2-2-3参照） 

 

④ ラスタイメージとして 1973年の区別地図を取り込む。取り込む際、「ラスタイメージ

の登録」の「ラベル」で基礎地図と同じ基準点をポイントとして 5つ打つ。  

⑤ 「Get XY」で得られた 5点の座標と一致させる。「ラスタイメージの登録」ウインドウ

で XY座標の誤差が「0」に近くなるようラスタイメージのポイントの微調整を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-3.マップインフォ手順⑥、⑦ 
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Ⅳ.重ねた地図の上から出火点を落とし込む。(図 2-2-4) 

 

⑥ 重ね合わせた地図をもとに新たなテーブル｢○○区出火点｣を作成し、火災一覧表の火

災番号に沿って出火点を地番まで確かめながら一つずつ落とし込む。町までしか特定

できないものは町の中心付近に出火点を打つ。 

⑦ ひとつの区の出火点を落とし終えたらブラウザウインドウを開き、各出火点の火災番

号を入力する。ひとつの区が完成したら出火点のブラウザを開き、最初から通し番号

を入力し保存する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上の手順で 23区全ての出火点を落としこむ。全て入力が終わったら 23区のテーブ

ルを統合させ｢東京 23 区町別出火点｣としてテーブルを作成する。 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-4.マップインフォ手順⑥ 
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区部 町 丁 世帯 人口
千代田区 飯田橋 １丁目 289 826
千代田区 飯田橋 ２丁目 272 752
千代田区 飯田橋 ３丁目 467 959
千代田区 飯田橋 ４丁目 270 711

区部 町 丁 世帯 人口
練馬区 土支田 １丁目 2,165 7,140
練馬区 土支田 ２丁目 0 0
練馬区 土支田 ３丁目 0 0
練馬区 土支田 ４丁目 0 0

区部 町 丁 世帯 人口
港区 虎ノ門 １丁目 25 57
港区 虎ノ門 ２丁目 0 0
港区 虎ノ門 ３丁目 0 0
港区 虎ノ門 ４丁目 0 0
港区 虎ノ門 ５丁目 0 0

2-3.地域特性の入力 

 

地域特性として世帯数と人口、面積を町別に収集し、重点密集市街地、商業集積地域の

範囲をデータとして地図上に取り込む。 

 

2-3-1.人口 

 

人口は 1973年の「住民基本台帳による東京都の世帯と人口(町丁別・年齢別)」4)をもと

にした。人口のデータをマップインフォへ取り込むため 2005年の町名に割り当てる必要が

ある。そのため以下のような分類で人口配分を行った。 

①1973年と 2005年で町丁名まで一致しているものはそのまま入力する。(表 2-3-1) 

例）千代田区飯田橋 1丁目～4丁目（1973年） 

  →千代田区飯田橋 1丁目～4丁目（2005年） 

 

 

 

 

 

 

②1973年と 2005年で町名は一致しているが、丁数が変更されているものは１丁目にすべて

入力する。(表 2-3-2) 

例）練馬区土支田町（1973年） 

     →練馬区土支田 1丁目～4丁目（2005年） 

 

 

 

 

 

 

③1973年以降、住居表示が変更された結果、町名が変更された町に関しては、2005年版の

地図と照らし合わせて配分を行う。(表 2-3-3) 

   例）港区芝虎ノ門（1973年） 

     →港区虎ノ門 1丁目～5丁目（2005年） 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-3-1.人口配分① 

表 2-3-2.人口配分② 

表 2-3-3.人口配分③ 
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区部 町 丁 世帯 人口
江戸川区 大杉 １丁目 1,428 6,153
江戸川区 大杉 ２丁目 0 0
江戸川区 大杉 ３丁目 0 0
江戸川区 大杉 ４丁目 0 0
江戸川区 大杉 ５丁目 0 0

新小岩

西新小岩

東新小岩

一之江

江戸川

小松川

鹿骨

鹿骨町

篠崎町

中央

新堀

西一之江

西小松川町

西瑞江

春江町

東小岩

東小松川

東瑞江

船堀

松江

松島

南小岩

南篠崎町

大杉

本一色

松本

瑞江

上篠崎

北篠崎

谷河内

東松本

西篠崎

区部 町 丁 世帯 人口
江東区 夢の島 0 0
江東区 若洲 0 0

④江東区夢の島、品川区八潮など埋立地で、1973 年の地図には存在していない場所では人

口は「0」と入力する。(表 2-3-4) 

 

 

 

 

 

⑤照らし合わせが難しい町は周辺部も含め面積比で人口の総数を配分する。(表 2-3-5) 

例)江戸川区東小松川 2丁目、5丁目(1973年)(図 2-3-1) 

  →江戸川区大杉 1丁目～5丁目(2005年)(図 2-3-2) 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-3-4.人口配分④ 

表 2-3-5.人口配分⑤ 

図 2-3-1.江戸川区一部(1973 年) 図 2-3-2.江戸川区一部(2005 年) 
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2-3-2.面積 

 

面積は 2000年の「東京都の市街地状況調査報告書(第 6回)」5)をもとにした。「東京都の

市街地状況調査報告書」は昭和 47年に第一回が実施された。集計結果は震災対策の基礎資

料として市街地状況をはじめ、地域別出火危険度測定、地域別延焼危険度測定、東京都震

災予防条例 17条に定める地震に関する地域危険度測定、東京区部における地震被害想定な

どに活用されている。本研究では人口密度を算定する上で面積を用いた。 

 

2-3-3.重点密集市街地 

 

重点密集市街地とは平成 15 年 7 月に国土交通省により「地震時等において大規模な火災

の可能性があり重点的に改善すべき木造密集市街地(重点密集市街地)」と指定されたエリ

ア 2,339ha である。なお重点密集市街地とは木造建物棟数率 70％以上、老朽木造建物棟数

率 45%以上、住宅戸数(世帯密度)80世帯/ha以上、不燃領域率 40%未満をいう。6) 7) 

 

2-3-4.商業集積地域 

 

商業集積地域は「東京の商業集積地域 2000年」8)で商業集積地域と設定された範囲とす

る。なお設定範囲は平成 9 年 6 月に実施された平成 9 年商業統計調査集計結果を基にして

いる。商業集積地域とは「原則として 50店以上の小売業の商店を含み、卸売業、小売業及

び一般飲食店全体で 100 店以上の事業所が混在して街区を形成している小売機能の集積地

域」である。 

商業集積地域は図 2-3-3 のように各区内に点在している。本研究においては火災被害を

町別レベルで把握しているため、「商業集積地域を含む町」として範囲を指定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2-3-3.商業集積地域概略図（千代田区） 
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2-4.分布図の作成 

 

マップインフォを用いて取り込んだ出火点をもとに分布図を作成する。出火点を町別に

集計したデータをもとに分布図を作成する。その上に地域特性を比較し、23 区内の火災被

害について分析を行う。 

レンジ機能を用いて分布図を作成する手順を以下にまとめる。  

（エクセルデータの処理） 

① マップインフォに取り込むデータは１つのファイルにつきシートは１つとなるよう

整理しておく。 

② データのフォントの大きさ、太さ、種類はファイル内で統一させておく。 

 

（マップインフォ） 

Ⅰ.マップインフォの中にエクセルデータを取り込む。（図 2-4-1参照） 

 

① マップインフォの「開く」から取り込みたいエクセルデータを選択する。 

② 「フィールドプロパティの設定」で「フィールド名、種類」を入力する。（「種類」は

SQL検索をする際に、各テーブルで入力が異なると正しく処理がされない。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-4-1.マップインフォ手順①、② 
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Ⅱ. 町丁別に分かれているデータを町別にまとめる。（図 2-4-2） 

 

①「クエリ→SQL検索」を開く。ウインドウの右にあるテーブルプルダウンメニューから

「対象テーブル」に「死者火災出火点、町のポリゴン」の順で選択する。 

②「検索条件」のテキストボックスへ「死者火災出火点.Obj Within 町のポリゴン.Obj」

と設定する。 

③ 新しく作成したクエリに名前をつけて保存する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ.出火点の地理情報を町別領域へ割り付ける。 

④ 出火点を取り込んだフィールドと 23区町別地図のフィールドを表示する。 

⑤ ｢対象テーブル｣に「町のポリゴン、③で作成したクエリ」の順に選択する。(図 2-4-2

参照) 

⑥ ｢使用フィールド｣に「町のポリゴン、町のポリゴン.市区町村名、町のポリゴン.町名、

③で作成したクエリ.出火件数」を選択する。 

⑦ 新しく作成したクエリに名前をつけて保存する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-4-1.マップインフォ手順①、② 

図 2-4-2.マップインフォ手順⑤、⑥ 
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Ⅳ.町別に割り付けた地理情報を分布図に表す。(図 2-4-3) 

 ⑧ ⑦で作成したクエリを開く。 

 ⑨ ｢マップ→主題図の作成｣を開く。 

 ⑩ ｢主題図の種類｣を選択する。分布図を作成する場合は「レンジ→リージョンレンジの

初期値」を選択する。 

⑪ ステップに沿って進み、主題図を作成する。 

⑫ 作成した主題図ごとワークスペースで保存する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-4-3.マップインフォ手順⑨～⑪ 
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第３章．死者火災被害 

 

3-1.死者火災概要 

 

3-1-1.死者火災の変遷 

 

1965～1981 年の死者火災件数の推計を表したものが図 3-1-1 である。総数には放火自殺

も含まれる。図から死者火災は年々増加傾向にあることがわかる。1968年では 17年間で最

も少なく 74件だが、1969 年では 107件となり１年間で 33件増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1-1. 死者火災の変遷(1965～1981 年) 
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3-1-2.死者火災内訳 

  

1965～1981 年の 17 年間で発生した 23 区内の死者火災は計 1,298 件となっている。その

概要を以下に示す。 

・ 火災 1件当たりの死者数が 1人 1,123件(86.5%)、2人 106件(8.2%)で、合わせると全

体の 96.7%を占めている。(図 3-1-2) 

・ 死者状況では自殺 169件(13.0%)、脳梗塞などの寝たきり 291件(22.4%)、泥酔による

逃げ遅れ 192件(14.8%)、その他 646件(49.7%)となる。自殺を除く死者火災 1,129件

のうち病気、泥酔により 1 人では逃げることが困難な状況で発生した火災は 483 件

(37.2%)である。(図 3-1-3) 

・死者火災の発生した建物が木造 (木造、防火造、プレハブ造)であった死者火災は 1,075

件(82.8%)、耐火造(簡易耐火造含む)では 223件(17.2%)である。(図 3-1-4) 

・ 死者の年齢が 65歳以上の火災は 416件となっており、全体の 32%が高齢者の死者火災

である。(図 3-1-5) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1-2.火災 1 件当たりの死者数 

図 3-1-5.年齢別死者数 

図 3-1-3.死者発生状況別件数 

図 3-1-4.構造別死者火災件数 
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足立区 荒川区 板橋区 江戸川区大田区 葛飾区 北区 江東区 品川区 渋谷区 新宿区 杉並区

95 50 77 68 83 75 55 56 64 40 75 69

墨田区 世田谷区中野区 練馬区 台東区　 千代田区中央区 豊島区 文京区 港区 目黒区 合計(件)

40 69 44 84 43 22 19 53 38 47 32 1,298

町界

区界

死者火災出火点

 

3-1-3.町別死者火災内訳 

 

 1965～1981 年に発生した死者火災を区別に分類すると表 3-1-1 のようになる。死者火災

の総数は 1,298件である。死者火災が最も多く発生しているのは足立区の 95件、最も少な

いのは中央区の 19件である。 

 死者火災出火点を 23区の地図上に表示したものが図 3-1-6である。臨海部を除くほぼ全

域に死者火災出火点は分布していることがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-1-1.23 区における死者火災内訳 

図 3-1-6.死者火災出火点 



                       

 

 - 17 - 

死者火災件数(件)

4 件以上   (119)
3   (87)
2   (134)
1   (194)
0   (400)

 

3-2.死者火災分布 

 

3-2-1.町別死者火災 

 

1965～1981 年の 17 年間に東京都 23 区内発生した死者火災の出火点を地図上に落とし込

み、町別に死者火災件数を分類し分布を表したものが図 3-2-1 である。23 区内の町総数は

936町である。死者火災が発生した町は 535町(57.3%)、死者火災「0件」は 399町(42.7%)

である。死者火災「0件」は千代田区から中央区にかけての一帯及び臨海部に集中している

が、それ以外の地域でも各所に分散している。 

死者火災「4件以上」は杉並区から新宿区にかけての一帯、荒川区全体、葛飾区、江東区

の一部に集中している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 3-2-1.死者火災分布 
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人口

20,750 - 79,100人   (120)
15,850 - 20,750   (87)
10,100 - 15,850   (134)
5,620 - 10,100   (194)

0 - 5,620   (399)

3-2-2.人口 

 

1973 年「住民基本台帳による東京都の世帯と人口(町丁別・年齢別)」をもとに人口の分

布を表したものが図-3-2-2 である。死者火災分布と比較するために、死者火災件数の各ラ

ンクが死者火災分布とほぼ同じ町数となるよう分布幅を設定した。死者火災分布と比較す

ると、人口の多い町では死者火災も多く発生している事がわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 3-2-2.人口分布(1973年) 
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25,000以上(人/ｋｍ2)   (120)
24,000  - 26,700   (85)
19,300  - 24,000   (135)
14,900  - 19,300   (195)

0  - 14,900   (399)

3-2-3.人口密度 

  

1973 年の人口密度を表したものが図 3-2-3 である。死者火災分布と比較するため、人口

と同様に死者火災件数の各ランクが死者火災分布とほぼ同じ町数となるよう分布幅を設定

した。 

人口密度の分布は新宿区東部及び山手線外周部で高くなっている。人口密度が高いとい

う地域特性をもつ要因として、団地などの集合住宅による密集、道幅が狭く居住率が高い

地域であることが考えられる。人口密度分布と死者火災分布とを比較すると人口密度の高

い町で必ずしも死者火災が多く発生していないことがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 3-2-3.人口密度分布(1973年) 

人口密度(人/㎢) 



                       

 

 - 20 - 

世帯当たりの人口

2.92  - 6.98(人/世帯)   (119)
2.892 - 3.11   (86)
2.698 - 2.892   (135)
2.505 - 2.698   (194)
0  - 2.505   (400)

3-2-4.世帯あたりの人口 

  

 世帯あたりの人口の分布を表したものが図 3-2-4である。世帯数は人口と同様、1973

年の「住民基本台帳による東京都の世帯と人口(町丁別・年齢別)」をもとにしている。

ランクは死者火災分布とほぼ同じになるよう設定した。 

図より世帯当たりの人口は 23区中心部では少なく、外周部の方が高いことがわかる。

死者火災分布と比較すると必ずしも世帯当たりの人口が多い町で死者火災が多く発生

しているわけではないことが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 3-2-4.世帯あたりの人口分布 
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4件   (1)
3   (2)
2   (21)
1   (128)

  (781)

3-2-5.放火自殺 

 

放火自殺の分布を表したものが図 3-2-5 である。放火自殺は全体の 152 町、荒川区西尾

久では 4 件の放火自殺が発生している。図 3-2-5 をみると放火自殺の発生している町は 23

区内に点在している。死者火災分布と比較すると死者火災「4件以上」の町が集中している

地域で放火自殺が多く発生しているわけではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2-5.放火自殺件数分布 

 

放火自殺件数(件) 
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死者火災件数(件)

4 件以上   (119)
3   (87)
2   (134)
1   (194)
0   (400)

高齢者死者火災4件以上(81町)

3-2-6.高齢者 

 

死者火災分布に高齢者死者火災件数「4件以上」を重ねたものが図 3-2-6である。死者火

災「4件以上」である 120町のうち 73町(60.8%)で高齢者火災が発生している。図 3-1-5か

らわかるように高齢者死者火災件数は全体の 416件(32%)である。よって死者火災が多い町

では高齢者死者火災も多く発生しているといえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 3-2-6.高齢者死者火災 
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死者火災件数(件)

4 - 11件   (119)
3 - 4   (87)
2 - 3   (134)
1 - 2   (194)
0 - 1   (400)

寝たきりによる逃げ遅れ(190町)

3-2-7.病気による寝たきり 

 

 病気による寝たきりの死者火災の分布図を表したものが図 3-2-7である。寝たきりの

死者火災は 243 町(61.4%)で発生している。最も多い世田谷区代沢では死者火災 9 件の

うち 6件が寝たきり死者火災である。図より死者火災の多い地域で寝たきり死者火災も

多く発生している事がわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2-7.寝たきり死者火災 

 

 

 



                       

 

 - 24 - 

死者火災件数(件)

4 - 11   (119)
3 - 4   (87)
2 - 3   (134)
1 - 2   (194)
0 - 1   (400)

泥酔による逃げ遅れ(139町)

3-2-8.泥酔による逃げ遅れ 

  

 死者火災と泥酔による逃げ遅れの分布を重ねたものが図 3-2-8である。泥酔死者火災

は 160 町(40.4%)で発生している。最も多いのは杉並区高円寺南で、死者火災 9 件中 8

件が泥酔による死者火災である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 3-2-8.泥酔による逃げ遅れ 
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3件   (4)
2   (17)
1   (88)

3-2-9.耐火建物 

  

耐火建物において発生した死者火災分布を表したものが図 3-2-9である。死者火災の

中で 79 件(6.1%)が耐火建物死者火災である。耐火建物死者火災は 91 町(23.0%)で発生

している。新宿区歌舞伎町、港区北青山、墨田区江東橋、江東区東砂では 3 件発生して

いる。 

死者火災分布と比較すると死者火災件数の多い地域では耐火建物死者火災も多いと

いえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 3-2-9.耐火建物 

 

 

 

 

耐火建物 

 



                       

 

 - 26 - 

4 - 11件   (119)
3   (87)
2   (134)
1   (194)

重点密集市街地

3-2-10.重点密集市街地  

 

死者火災分布と重点密集市街地を重ねたものが図 3-2-10 である。重点密集市街地は 23

区内にドーナツ状に分布している。 

死者火災「4件以上」の町では 34町(28.3%)が重点密集市街地の範囲に含まれている。し

かし重点密集市街地で必ずしも死者火災が多いわけではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

死者火災件数(件) 

図 3-2-10.重点密集市街地 

 



                       

 

 - 27 - 

商業集積地域を含む町(322町)

死者火災4件以上(120町)

 3-2-11.商業集積地域 

 

商業集積地域を含む322町の分布と死者火災「4件以上」の分布を重ねたものが図3-2-11

である。商業集積地域を含む町は鉄道沿線に分布している。商業集積地域を含む町で死者 

火災「4件以上」であるのは 94町(78.3%)である。死者火災は商業集積地域を含む町で

多く発生していることがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-3-2-11.商業集積地域 
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 第４章.まとめ 

 

本研究で火災被害と地域特性の関連性について以下の結果が得られた。 

・人口の多い町では死者火災は多く発生している。 

・人口密度が高い町で必ずしも死者火災が多く発生しているわけでない。 

・死者火災が多い町では高齢者死者火災も多い。 

・重点密集市街地において必ずしも死者火災が多いとはいえない。 

・死者火災は商業集積地域を含む町で多く発生している。 
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第５章.今後の課題 

 

 本研究に関連して、今後の検討及び解決すべき問題を以下に挙げる。 

・ 1965～1973年の町別データを集計しなければならないため、今回検討できる資料範囲

は限られた。人口密度以外で給与所得や建物平米数などさまざまな要素を用いて検討

を行う必要がある。 

・ 比較要素を検討するうえで取り上げた重点密集市街地及び商業集積地域は当時の資

料をそろえる事ができなかった。本研究において、当時の出火点を現在の地図上に落

としているため現在の地図から当時の状況を把握することはできるが、当時の都市の

状況を捉えることのできる資料をもとに正確な当時の状況を把握する必要がある。 

・ 死者火災を町別に分類し地域特性との関連性を検討したが、町ごとの面積の差を考慮

に入れなかった。今後、町別ではなくグリッドを引いてその中の分布をみる必要があ

る。 
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